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FD再 考

－ 日本 とア メ リカの 歩み か ら －

寺﨑 昌 男

1は じめ に ど う設定す るか、す なわ ち専 門職者 論 が 問わ

前号 に続 いて ア メ リカ の大学教 師論 を文献 れ るはず であ り、他方 、② ファカルテ ィー を

紹介的 に検討 す る予定 で あった。 しか し筆者 「能 力」と見 る場合 には、(教 員 の)能 力 の ど

の今年度 の異常 な多忙 さのため、同 じよ うな の側 面 を開発 す る ことにな るか が直 ちに 問題

密度でそ の続編 をま とめ る ことができない。 とな る。こ うした初 歩 的な問題 か ら派 生 して 、

そ こで本号 で は、 この ところ特 に強 い関心 を ③ 大 学 の 中で能 力 を 開発 す べ き なの は教 員

集 めてい るFD(facultydevelopment)の 問(集 団)だ けな のか、④FDの 機会 を今 後 ど

題 につい て、断 章 めい た論考 を報告 してお き の よ うに設 定 して ゆけば よいか 、その他 多数

たい と思 う。 の課題 が浮 かび上が る。

FDは 、広 く知 られて いるよ うに、1998年 の 他 面、後 に触れ る よ うに、FD問 題 に関す

大学審議会答 申(「21世 紀 の大学像 と今後の改 る 日本 で の紹介 や考察 は、 まだ決 して体 系 的

革方策 につ いて 一競争 的環境 の中で個性輝 く なもの と言 うこ とはできず 、特 に内容 的 ・質

大学」1998年10A)で 強調 され、これ を受 け 的 な検討 は、大学教 育学会(旧 一般教 育 学会)

て、後 に述べ る よ うに省 令で法制化 され 、努力 が長年 行 ってきた研究活 動 を除 けば、ま だ見

義務 の一 つ として位 置 づ け られて い る。 この るべ き論 考 は多 くない。

動 きの も とで、各 地の大 学では とみ にFD活 筆者 は最近 、『大学教 育学会25年 史 』 の監

動が活発化 し、筆者 も講 師等 に招かれ る機会 修 と一部 執筆 に参加 し、また ア メ リカ のFD

が増 えた。 この よ うな近年 の動 向が 、 この小 発 展史 に関す る示 唆的 な文 献 に出会 うこ とが

論 を執筆す る動機 の一つ で ある。 で きた。 それ らの紹介 も一つ の課題 としなが

しか しそれ だ けに止 ま らず、筆者 の大 きな ら、初歩 的な 問いに返 る ことを試 み、 改 めて

関心は、FD問 題 が、前 号 に寄せた大学教 師FD問 題 を再考 してみた い と思 う。

の専門職 論 と深いつ なが りをもつ点 にある。

い うまで もな くFDは 「能力」と 「教員(集2FDの 法 的 定 義

団)」とい う二義 を もつfacultyと い う言葉 に、FDと は何 か について定説 的 な定義 が あ る

それを発 達 ・開発 させ る(develOP)と い う語 とは思 えない。 最近 の ある啓発 書 に付 され た

を加 えた タームで あ る。後 に紹介す る よ うに、 小事典 には 「大学 にお け る教員 個人 ない し教

少 な くともア メ リカでは その よ うに慣 用 され 員 団全 体 の教 育力 を改善 ・向上す る組織 的 な

てい るとい う。 とすれ ば、①FDの 前提 には 取 り組 み。・・授 業参観や ビデ オ収録 を も とに

そ もそ も大学 の教員(集 団)の 使命や職務 を して教 員 同士 が行 う授業研 究や 、学生 ま た は
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同僚教員による授業評価、自己点検・評価結

果の利用、授業実践の情報や経験などの公

開・交換などが事例としてあげられる」（大佐

古紀雄他、2003）と記されているだけである。

この定義は、現行法規をふまえたものと見ら

れる。

 大学設置基準には下のような条文がある。

 「大学は、当該大学の授業の内容および

方法の改善を図るための組織的な研修およ

び研究の実施に努めなければならない」

（大学設置基準第二十五条の二）

 この文言は前記の1998年大学審議会答申

の線に沿って1999年に登場したものである。

「努めなければならない」と結ばれていると

ころから、行政上は、各大学にとっての努力

義務規定だと解釈されている。このことは、

よく知られている

 だが考察のためには、次の諸点を吟味して

おく必要がある。

 第一に、この規定が暗黙の前提にしている

のは、F Dとは「授業」の内容・方法の改善

なのだ、という命題である。言い換えれば、

FD活動によって発達・開発されるべき「能

力」は、もっぱら大学教員の「授業能力」だ

ということである。それだけでいいのか、と

いう問題が生まれる。活動の目標に関する問

題である。

 第二に、その活動は「組織的」なものでな

ければならないと規定されている。個人的な

工夫やコツの開陳・交流ではなく、「当該大

学」自体が公的かつ組織的に行うものでなけ

ればならないと読みとることができる。

 別の言い方をすれば、教育課程を担う教授

会その他の組織あるいは設置者たる法人（私

学の場合）や、国立大学では役員会や教学経

営委員会といった組織が、正式に発議・計画・

実施し、さらに財政的支援も行うものであっ

て初めて法令のいう活動に当たる、と考えら

れる。

 だが現場的発想からすれば、果たしてそう

いう活動だけがFDなのか、という疑問が残

る。FDの形態に関する問題である。

 第三に、条文の末段で「研修」と「研究」

は区別されている。その趣旨は何か。この二

つはどう違うのか。重要な法文であるのに、

この点は明確ではない。

 法令上研修的活動が最も集中的に規定され

ているのは、教育公務員特例法である。同法

第19条1項にはr教育公務員は、その職責を

遂行するために、絶えず研究と修養に努めな

ければならない」とあり、次いで第2項で、

「教育公務員の任命権者は、教育公務員の研

修について、それに要する施設、研修を奨励

するための方途その他研修に関する計画を樹

立し、その実施に努めなければならない」と

ある。第2項は、研修に関わる施設整備や方

法計画などについて、特段に任命権者の義務

を明記している条文である。（従ってこの条

項は教育公務員のr研修権」を保障した条項

として有名であり、ときに裁判上の係争点に

なることもある）。注目されるのは、第1項で

r研究」とr修養」が併記されているにもか

かわらず、実施義務を定めた第2項では「修

養」を受けていない。これからみると、r修養」

は、教育公務員が行う個人的な自己教育の謂

であって、あくまで自発性を基盤とする個人

的営為として位置づけられていると見られる。

任命権者の行う「研修」とは質を異にするも

のである。

 これに比べ、大学設置基準の規定では「研

修」と並ぶのは「研究」である。「学術の中心」
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である大学（学校教育法52条）に勤務する大

学教員の位置が考慮されているのであろうか。

しかし教育公務員特例法と違うのは、その両

者が区別なく渾然と大学の「組織的活動」に

委ねられている点である。これは、両者とも

それを行うことが「大学」の責務となる、と

いう意味であろうか。それに加えて、ここに

いう「研究」とは「大学」からの委託研究や

学内奨励研究のようなものに限られるという

のだろうか。あるいは大学教育改善の研究セ

ンターをっくれということなのか。

 以上要するに、FD活動の内容に関する法

規定はなお漠然としたものに止まっていると

見られるのである。

 以上のように、大学におけるF Dの目標、

形態、内容について法レベルではなお明確で

ない点が多々ある。授業改善以外の事項に関

する研修・研究は奨励事項に止まる、と解釈

していいのかといった問題も残っている。

 刺激的にいうと、FDは、不明確なままに

法制化される一方で、大学側の実施活動は拡

大しつつある。しかし裏返して積極的に言え

ば、今後の実践によって、大学側から、現場

的発想によって、いかようにも作り変えるこ

とができる活動でもある。本稿の考察は、こ

こに焦点を置きたい。

3 日本への導入

  一大学教育学会の役割

 大学設置基準にF D規定が入ってきたのは

大学審議会答申がきっかけだった、と先に書

いた。

 しかしそこにだけ着目すると、日本におけ

るF Dに関する理解の歴史は1998年以降せい

ぜい6年間程度の極めて浅いものということ

になる。だが、概念および運動の歴史は実は

ずっと古い。1980年代半ばには注目され、そ

れより先には研究も開始されていた。その役

割を担ったのは、大学教育学会（当時・一般

教育学会）である。

 同学会でFDが主要な課題になつた契機は、

1985年の学会大会における研究発表にあっ

た、と当事者は指摘する（絹川、2004）。すな

わち、絹川正吉・原一雄両氏によるr大学教

員評価の視点」というのがそれである。「現代

化されたリベラル・エデュケーションに対応

する教員評価と、それを担保する継続的教員

開発」を取り上げた発表であり、そのいずれ

の部分も、当時にあっては極めて耳新しいテ

ーマであった。またr教員評価」とセットと

してF Dが位置づけられていることは、注目

してよい。2人の発表者が、建学以来アメリ

カ的なリベラル・アーツ教育を標榜してきた

国際基督教大学のスタッフであったことは、リ

ベラル・エデュケーション・教員評価・F Dの

三つを関係づける必然性があったことを物語

っている。

 両氏の発表が行われた1985年度から、一般

教育学会は、早速「facu1ty deve1opmentの

研究」というテーマを学会の課題研究として

設定した。同学会はその6年前の1979年末に

創立されていたが、84年度以前には三つしか

課題研究を設定していない。このF Dに関す

る課題研究は、実にそれに続く「第4課題研

究」として取り上げられたのであり、学会自

体にとっても大変早い取り組みだったわけで

ある（2004年現在までは通計13課題）。

 この時期、同学会でF D間題に積極的に取

り組んだ会員には、それぞれ理事をつとめて

いた原一雄・清水畏三・関正夫といった人々

があった。清水氏は課題研究の責任者を務め、

原氏はさまざまな機会にF D論を展開してい

一3一



寺崎昌男

わば代表的論者であり、関氏は自身が所属す

る広島大学大学教育研究センター（当時）を

活用しながら、後にふれるような体系的研究

を進めた。

 今これらの人々の業績を云々する余裕はな

い。ただ、すでにこの時期にはっきりと「F D」

という用語が正面切って紹介され、アメリカ

の状況を大いに参照しながら（清水、1986）

体系的研究も始まっていたことを指摘してお

きたかったのである。

 しかし現在から見て注目すべきことを2点

あげておこう。

 第’は、先ず原氏のF D論が同．じ1985年に

臨時教育審議会でとりあげられたことである。

 この年臨教審の第4部会にヒヤリングのた

め招かれた原氏は「授業改善には何よりも授

業担当者に向けた大学教育全般に関する研修、

すなわち、FDが不可欠なことを強く訴えた」

という。その結果、中間報告には「ファカル

ティー・ディベロップメント」という語が登

場したが、最終の「教育改革に関する第四次

答申」ではこの言葉は削除されたと、回想し

ている（原、1999）。すなわちFDという言葉

は、高等教育政策に関するこの重要文書にい

ったん登場しかかりながら、最終的には消え

たのだった。ただし臨教審答申中の高等教育

関係部分には、少なくともカリキュラム改革、

授業改革の必要性と緊急性が色濃く論じられ

ていて、原氏の提供した情報や意見は決して

効果皆無ではなかったと見られるのである。

 第二に、原氏の論が主としてアメリカの理

論や実践をふまえてのものだったのに対して、

関氏のそれはイギリスも含めた視野でF Dの

理論と実践を展望した点に特色があった。

 氏は、1986年発表の論考ですでにイギリス

とアメリカのFDの、呼称問題の比較を論じ

ている。今日でも有用だと思われるので、関

係部分を引用しておこう。

 イギリスではFacu1ty Deve1opment（FD）

ではなく、一般にStaffDeve1opment（SD）

またはStaffDeve1opment in University

（SDU）という表現を用いている。

Deve1opmentの対象としてのStaffは、

academic staff つまり大学教員だけでな

く、non－academic staff つまり大学職員

も含まれる。ところが、アメリカでは、

deve1opment活動の力点はacade皿ic staff

つまりfacu1tyにおかれており、Staff

Deve1opmentではなく、Facu1tyDeve1opment

という語が一般的に用いられている。S Dに

せよ、F Dにせよ、1970年代以降、大学教

員の資質の向上に関する諸活動を発展しつ

つある両国の場合、そこにいかなる背景・

要因があったのであろうか（関、1986）。

 関氏の比較考察の本論はここから始まるの

だが、今は深入りできない。この論考によれ

ば、イギリスにおける大学教授法研究や新任

教員訓練（facu1ty traini㎎，F T）研修等の

動きは、歴史的理由を伴っており、アメリカ

より古い、という。ちなみに、同．じようにイ

ギリスに着目した調査報告は、香取草之助氏

らによっても一般教育学会機関誌に掲載され

ていた（香取他、1988）。関氏はまた、広島大

学大学教育研究センターで1987～89年に行

われたF D関係文献目録（伊藤、1990）の編

纂と解題執筆にも協力している。

 ちなみにこの目録はFDに止まらずおよそ

大学の授業・学習に関する文献を網羅的に収

めたものだが、総計は和文文献約720点、欧

文（英語）文献約650点になる。しかしその

中で特に「FD（教員集団の能力開発）関係」
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と分類されているのは、和文43点、欧文86

点で、それらのうち図書の形をなしているの

は、和文文献ではただ1点に止まっている（欧

文では約30点。なお和文文献は片岡徳蔵・喜

多村和之編、1989）。当時の日本での研究・実

践の未開発状況をうかがうことができる。

 興味ある読者は、現在でもF D理解に大き

な示唆を与える関氏の先駆的論考や上記文献

目録を参照していただきたい。筆者が指摘し

ておきたいのは、このような調査と分析がす

でに日本でも1980年代半ばに、全国学会や大

学の研究センターで始まっていたという事実

である。1998年の大学審議会答申に先立つ

こと10年であった。

 さて大学教育学会は、一般教育学会と称して

いた時期の最後のころ、それまでの学会機関誌

の中から50編の論文を選び、さらに解題を加

えたアンソロジー（論集）を編纂し1997年に

公刊した（一般教育学会、1997）。その第W編

は「教授団の能力開発（ファカルティー・デ

ィベロップメント）」というテーマになってお

り、前掲絹川氏・関氏らの論考や当時の大学

究アンケート調査報告等生14編の論文が収

められている。同学会は結成以来臨時教育審

議会や大学審議会に多くの提言を行っていた。

例えばバチェラー・コースの教育を「学部教

育」と呼ぶのに代えて「学士課程教育」とい

う語を用いること、全国の大学に大学教育研

究センターを置いて教育の開発に当たること、

といった諸審議会の論議に先立つ先駆的かっ

実効性ある提言を公表してきている。そして

FDに関する導入と研究活動もその顕著な一

例をなすものであった。

 なお、F Dを日本語にどのように訳すかと

いう点になると、今日でも定訳はないように

見られる。一般教育学会では上記のようにr教

授団の能力開発」という訳を与え、現在の大

学教育学会もそれを慣用している。筆者もそ

れに従っている。他方、法令上のr研修」と

いう言葉は同学会ではほとんど用いていない。

また同学会は、その後も毎年の課題研究集会

や大会で、断続的にではあるがたびたびFD

問題を取り上げ、今日にいたっている（大学

教育学会25年史編纂委員会編、2004）。

4 アメリカにおけるFD

  一カフとシンプソンの論考から

 関氏の整理にあったように、イギリスより

遅く始まったアメリカでは、いったいどうや

ってFDというタームが生まれ、どのように

実践されてきたのだろうか。日本への圧倒的

な影響から考えても無視できない問題である。

かねて知りたいと思っていた。

 先にも触れた広島大学大学教育研究センタ

ー（現・高等教育開発研究センター）の文献目

録を見ると、1980年代半ばころまでの文献が渉

猟されている。一瞥しただけでもすでに相当量

の文献が出されていることが分かる。しかしそ

の後の動向も含めて、アメリカの「F D小史」

というべきものはないだろうか。このように

考えていたところ、折りよく好個の文献を読

むことができた。

 J．G．カフとR．D．シンプソンによるrア

メリカにおけるFD（Facu1tyDeve1opment

in the United States）」という論文である。

『ImovativeHigherEducation』という雑誌

のエッセー欄に1994年に掲載された論文で

ある。エッセーというにも関わらず、実に要

領よくアメリカのF Dの歴史と課題をまとめ

てある。以下、それに沿って紹介しておこう。

 アメリカにおけるFDへの気づきは1970

年代であったとカフらは言う。r教授」（ティ
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一テング）という役割が大学教員の職務に登

場してきたからである。

 その背景には、①戦後のベビーブーム世代

が大学年齢に到達したこと、②大学やカレッ

ジが量的に増大したこと、③その中でスタッ

フを入れ替えずにいかにして大学の教授能力

を高めるかが間われるようになったこと、④大

学紛争後の学生たちがr新しい教育」すなわ

ち学習と教授を統合するような教育を求める

ようになったこと、⑤幾つかの大学で教授法

開発プログラムが発足したこと、などがある

という。ただしこの時期の特徴は、外部の民

間財団が各大学に対して財政援助を行うよう

になったことだ、とカフらは言う。すなわち、

「外部資金援助による教授法研究」の時代が

先ず来たのだということである。

 この時期に「援助」された活動は、①教授

スタッフの教授法学習、②各専門分野の学習

支援、③教育目標の設定、④多様なメディア

を用いての教育方法の開発、⑤研修指導者の

設定、などであった。そしてこの時期のもう

一つの特色は、F Dプログラムというべきも

のが、学部等の単位をべ一スにおいたものに

止まったことである。すなわち全学べ一スの

F Dはまだ一般的でなかったということを、

彼らは指摘している。

 1980年代になると、全学に基礎を置くF D

が展開されるようになる。その基盤になった

のは、カリキュラム改革に収敏する新しい学

問的挑戦が発生したことだ、というのがカフ

らの見解である。すなわちこの時期、F Dの

目標は、カリキュラムの変革をめざすものと

なった。

 70年代に支配的だった学科単位などのF D

に代わって、グループによるFD活動が広ま

り、教育技術の開発は個人的作業でなく学部

あるいは大学単位の事業の一部となった。ま

た、従来、ファカルティーはセミナーやワー

クショップによって勉強していた。だがこの

時期になると、共通に持つべき教育に関する

考え方、カリキュラムの基本構造についての

学習などに変わった。コンピューターなどに

よる新しい学習法指導の開発、女性・少数民

族問題を含む新カリキュラム、総合的人文科

学カリキュラムなどの新デザインのカリキュ

ラムヘの対応、カリキュラムの成果に関する

評価についての学習などに重心を移したとい

うのである。

 このような顕著な変化が生まれた背景を、

カフらは次のような諸点に求めている。

 ①教養教育の質が問われ、また内容的一

貫性の保障が要請されるようになったこと、

②大学教育における主専攻分野の強化が求め

られ、またその評価が間われるようになった

こと、③ジェンダー・人種問題・民族問題な

どに留意したカリキュラム改革が進行したこ

と、④グローバルな視野に立っ教育内容の編

成が求められるようになったこと、⑤カリキ

ュラムを横断しての「論理的思考」や「作文

能力」などの育成が必要になったこと。

 このような背景があったと言われれば、先

のF Dの変化も理解できる気がする。アフリ

カ系アメリカ人あ入学をめぐるアファーマテ

ィブ・アクションの動向やリベラル・アーツ

教育の革新といった動きが80年代のアメリ

カ大学情報の中にたびたび報じられていたか

らである。

 80年代を語るカフらの筆致はなかなか明

断である。

 「オールラウンドのF Dは、もはや遺物と

なりつつあった」rカリキュラム変革とFD

とは同じコインの表と裏をなすものとなっ
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た」というような表現がこの節には数多く出

てくる。そして外部資金からの援助でF Dが

支えられるという事態は（はっきりとは書か

れていないがおそらく）減って行き、次第に

大学自身による自主的作業に変化していった

ものと思われる。

 さてカフらは、1990年代の新しい動向にも

筆を伸ばしている。

 彼らが指摘するのは、F Dを支える施設面

の変化である。

 多くの大学が自前の恒久的施設である大学

教育開発のためのセンターを持つようになり、

そこからの資金をは．じめ大学自体の恒常的資

金（Pemanentinstitutiona1fmds）がFD

を支えるようになった。その基礎には、大学

の教授法開発は教学担当首脳部の責任である

と見なされるようになり、大学の学長らも、

教授法問題に言及するようになったというよ

うな変化がある、という。

 この間、おそらくF Dは、それらの教授法

開発センターの責務になったのであろう。カ

フらは指摘する。すなわちそれらのセンター

は、教員たちの需要によってよりは、むしろ

管理者たちのデザインによって動かされるこ

とが少なくないものの、しかしそれだけでな

く、「草の根」をなすファカルティーの支援で

支えられっつ動く、という面をも失っていな

い、と。

 その後の動きの中でカフたちが強調してい

るのは二つのトピックである。

 一つは、大学院生たちの訓練、二つは、学

会のFD参加である。

 大学院生たちは、多くの大学でティーチン

グ・アシスタントとして働く。しかし近年に

なると、それに対する意識が変わった。「ティ

ーチング・アシスタントは安価な労働力では

なく、『成長しつつある専門家』である」とい

う考え方が生まれてきた。彼らへの訓練内容

にも、教授と学習に関する基本知識の習得、

他人の授業の観察とその応用、自分の授業の

公開、専門的助言を惜しまない同僚や先輩の

獲得、将来到達する職業に関して十分に意識し

さらに大学やカレッジがいかに多様なもので

あるかを知ること、等の新しい項目が取り入

れられるようになった。

 学会がF D事業に乗り出してくるようにな

ったこともまた変化の一つだとカフらは言う。

その例として特に全米社会学会、全米数学会

などの活動をあげている。

 以上のような展望をふまえて、カフらは特

に、

①FDは大学そのものに基礎を置くべき

 である。その意味でのinStitutiona1－

 iZationこそ肝要である。

②大学教員の仕事（professoriate）は複雑

 化し拡大しつつある。その中でのFDの

 役割はますます大きくなる。

 という2点を挙げて結論とし、また今後の

課題としている。

 以上紹介したカフらの整理が果たして適切

なものであるかどうか、他の整理もあるかと

思うが、今は確かでない。しかし学ぶべきヒ

ントに満ちた論文であることは確かである。

 1975年刊のカフの著書は、先述の広島大学

大学教育研究センターの文献目録でも解説さ

れており（Jerry G．Guff著 『教授団の活性

化をめざして一Toward Facu1ty Renewa1

1975，Jossey－Bass）、上記論文の前提には、

確かな蓄積があるものと見られる。掲載誌の

著者紹介によれば、カフは全米カレッジ協会

の副会長を務め、シラキュース大学で社会心
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理学の博士号を取った上で、70年代を通して

多くの大学で大学を基盤とするFDプログラ

ムの指導者をつとめ、さらにアンダーグラジ

ュユート段階の一般教育の改善に貢献した専

門家であるという。一方シンプソンは、ジョ

ージア大学の教授開発センター所長であり、

高等教育および科学教育の教授であると記さ

れている。

 この論文は、専門家による具体性に富む整

理の成果であると思われるのである。

5 何を学ぶべきか

 以上、日本へのFD概念の導入過程とアメ

リカでのFDの紹介ノートを書いてきた。そ

れらから、日本で今後F Dを進行・拡大する

に当たって何が示唆的であるかを述べて結び

に代えよう。

（1）前号で筆者は、1950年代のはじめから

 90年代後半までのアメリカでpro－

 fessoriateないしscho1arshipがどのよ

 うに変容・発展してきたかを素描してみた。

  大まかに言えば、80年代後半あたりから、

 それまでのr発見（＝研究）」とr教授」と

 いう古典的な二元論に対して付加すべき、

 新しい専門職者性の内容が登場した（ホイ

 ヤー、1990）。それらは「統合」「応用」と

 いったタームで表されている。また、大学

 内部での学科・学部の壁を越える仕事、勤

 移する大学全体への貢献、地域への参画、

 そして変動する価値や文化に対応して大学

 を変革する、といった大学教員の新しいミ

 ッションが意識されているらしいことも分

 かった（ケネディー，1997）。

（2）カフらのFD発展史叙述からも

 professoriateの変化とF Dの変容との関

 連は、随所に伺い知ることができる。しか

し、その結果、果たしてF Dの具体的な展

開（つまりF D活動のソフト面）にどうい

う変化が生まれたのかについては、上記の

論考は正面から述べていない。むしろ施設、

管理、条件といったハード面に叙述の重点

が置かれているように思われる。アメリカ

におけるF D活動の具体的形態や内容、つ

まり実践のソフト面に関する情報を知るこ

とは、今後に残された課題である。

（3）大学教員の専門性、その持つべきミッ

ションの再検討や研究は、日本ではまだま

だ未熟である。F Dの今後の研究には、こ

の作業が不可欠であると思う。

 すでに触れたように、日本の当面のFD

展開は、もっぱら法令的な、いわば「上か

ら」のイニシャティーブで行われている。

画一性、強制性、テーマの押しづけといっ

たトップダウン方式の弊害がFDを支配す

るという事態も、今後の各大学の経営危機

のもとで予想できないことではない。アメ

リカのスカラシップ論が当然の前提として

いる、アカデミック・フリーダムの保障と

いう観点を抜きにすることはできないであ

ろう（寺崎、1999）。

 現在、日本におけるF Dに関する論説の

多くは、力点をもっぱら形態や開催の様式

といった点に置いているように見受けられ

る（一例として、井下理、2003）。

 しかし今後望まれるのは、上記のような

 「質」の面に切り込んだ研究や調査、さら

に実践の交流である。

（4）アメリカでも認識されてきたようであ

るが、大学教員がキャンパス内で責任を持

つことを期待される「教育」活動は、もち

ろん正課教育だけではない。

 従来r正課外教育」と呼ばれてきたさま
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ざまな活動、例えば学習支援、サークル・

クラブの指導、講演会やシンポジウムの企

画、さらには学生・大学院生らの個人的な

研究指導やさらには生活指導等の諸活動で

ある。今後はインターンシップ先の開拓や

交渉作業、フィールドスタディーの準備や

指導、導入教育の企画、さらに「高大連携」

を行う際の高校授業への協力方法開発とい

った、正課と正課外の境界に位置する仕事

が増えることも十分に予想される。学生の

質の変化を考慮すれば、このような側面へ

の配慮が、今後の日本のFDの展開にとっ

て不可欠になってくると思われるのである。

80年代半ばの導入期の理解に止まらない

発展が必要になってくるであろう。

 2で触れたように、現行大学設置基準の

規定では、F Dは「授業改善」という狭い

範囲に限定されるというかたちになってお

り、上述の諸点は、そもそもカテゴリー的

に無視されている。1991年の同設置基準が

大改訂（大綱化）された際、「教育課程」と

いう範酵が登場した。それはそれとして注

目すべき進歩ではあったが、しかし戦後教

育学界の常識に反して、そのr教育課程」

とは正規の授業・カリキュラムに限定され

ていた。その錯誤がF D登場の1999年まで

引きずられて来たと言えないこともない。

だがそれでは不十分となる時期が必ず来る

であろう。

（5）日本のFbは、文字どおりファカルテ

ィーすなわち教員（集団）の能力開発に限

局されてきた。それでよいのか、という問

題は重く残っている。

 関氏や香取氏が早く指摘しているように、

イギリスの理解はそれと異なる。職員の能

力開発も含むS lDあるいはS DUというタ

一ムで「教職員」の能力開発がカバーされ

ている。

 大学の改革と生き残りが課題となってい

る今、職員の識見・能力は大学の運命を左

右する。F D（とされている活動）の対象

に職員を加えること、並びにその成果に期

待することは、まさに緊急の課題だと見ら

れるからである。言葉を換えると、アメリ

カモデルに止まらないF D理解が今後求め

られ、さらに日本での創意工夫も待たれて

いるのである。

〔追記〕

 近年のFD研究については筆者はなお精

通するにいたっていない。最近刊の著作と

して山内乾史氏による展望的著作もある

（山内、2004）。参照をお勧めしだい。

 また、カフらの論考については、大学教

育学会会員・目白大学・奈良雅之氏の教示

を受けた。謝意を表したい。
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